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「国民や地域と歩む中小企業」をめざして
京都中小企業家同友会の取り組み

内閣府 共助社会づくり懇談会
２０１４年１０月３０日

京都中小企業家同友会 事務局長 荻原靖
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中小企業の現状と社会的位置づけ･評価

「中小企業憲章」
2010年6月18日閣議決定

「中小企業は、経済を牽引
する力であり、社会の主役
である」（冒頭の一文）

中小企業に関する政策・施策に
ついて政府の基本方針を示す。

中小企業基本法
（1963制定、1999抜本改正）

「中小企業については、(中略)
我が国の経済の基盤を形成して
いるものであり、(中略) 独立
した中小企業者の自主的な努力
が助長されることを旨とし、そ
の多様で活力ある成長発展が図
られなければならない」

(新法、第３条・基本理念より)
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中小企業は

企業数では全国で99.7%
（約385万社）

従業者総数は69.7%
（約3216万人）

製造業の出荷額：49.1%
付加価値額： 51.8%
卸売業の販売額：64.6%
小売業の販売額：67.6%

グローバル経済の下、国
内では地域社会・経済の
疲弊が問題となっている

中小企業が地域に根ざし
て事業を継続･発展させる
ことが、雇用を守り、そ
れら諸課題の改善に役割
を果たすことにつながる
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中小企業は
女性が能力発揮できる
環境にある①

従業員規模別の女性雇用
割合（上図）

従業者規模別の管理的職
業従事者に占める女性の
割合（下図）

ともに、中小企業が高い
傾向にある
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障害者雇用における中小企業の役割

中小企業における法定雇用率達成企業割合

中小企業 ５６～ ９９人 ４５．２％
１００～２９９人 ４３．６％

大企業 ３００～４９９人 ４０．２％
５００～９９９人 ３８．７％
１，０００人以上 ３６．９％

出典：「中小企業における障害者の雇用の促進に関する研究会」報告書
(中小企業における障害者の雇用の促進に関する研究会、2007年8月)

中小企業は
女性が能力発揮できる
環境にある②

正社員一人あたりの子ども
の人数（上図）

中小企業が高い傾向にある

中小企業は
障害者の雇用に積極的であ
る（下図）
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中小企業家同友会とは（歴史･理念･組織）

中小企業家同友会全国協議会［略称・中同協］
◇47都道府県の中小企業家同友会の協議体
◇創立：1957年4月 日本中小企業家同友会

（現東京中小企業家同友会）として東京で創立
◇1969年11月 全国協議会設立
◇会 長：鋤柄 修 ㈱エステム 会長
◇幹事長：広浜 泰久 ㈱ヒロハマ 会長
◇間会員数：４７都道府県 ４３,５７１人

（中小企業経営者、201４年１０月1日現在）
◇平均従業員規模：約３０人
◇平均資本金規模：約１,５００万円

京都中小企業家同友会

◇創立：197０年８月 会員18人で発足
◇代表理事：岩島 伸二 京都エレベータ㈱ 相談役

代表理事：野田 勝広 ㈱野田屋 代表取締役
◇会員数：１,５８８人（2014年１０月1日現在）
◇理 事：47人
◇事務局：10人
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＜同友会の３つの目的＞

①同友会は、ひろく会員の経験と知識を交流して、企業の自主的近代化と強靭な経営体質をつくる
ことをめざします。（良い会社をつくろう）

②同友会は、中小企業家が自主的な努力によって、相互に資質を高め、知識を吸収し、これからの
経営者に要求される総合的な能力を身につけることをめざします。（良い経営者になろう）

③同友会は、他の中小企業団体とも連携して、中小企業をとりまく社会・経済・政治的な環境を改
善し、中小企業の経営を守り安定させ、日本経済の自主的・平和的な繁栄をめざします。
（良い経営環境をつくろう）

＜同友会の性格＞
・同友会は任意団体であり、中小企業家が自主的に参加し、手づくりの運営を心がけ、中小企業家

のあらゆる要望に応えて活動するという特色があります。
・同友会は、考え方や、社会的立場、業種、企業規模にとらわれず、大いに見聞をひろめ、企業の

繁栄をめざそうとする中小企業家であれば誰でも入会できます。
・会の財政は入会金、会費を中心とした会員からの収入で成立っています。
・政治にたいする同友会の姿勢は、会の目的を達成するために、どの政党ともわけへだてなく接触

しますが、会としては特定の政党と特別の関係をもたないようにします。会員個人の思想・信条
の自由は当然のこととして保障されています。

「自主・民主・連帯の精神」（詳細は中同協サイト http://www.doyu.jp/org/idea/ 掲載）

「国民や地域とともに歩む中小企業」（詳細は中同協サイト http://www.doyu.jp/org/idea/ 掲載）

理

念

性

格

中小企業家同友会とは（歴史･理念･組織） ②
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中小企業家同友会とは（歴史･理念･組織） ③
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「人を生かす経営」で企業の社会性発揮を
『中小企業における労使関係の見解』（1975年 中小企業家同友会全国協議会）

１．経営姿勢の確立～「いかに環境が厳しくとも、時代の変化に対応して、経営を維持・発展させる責任」
２．経営指針（理念・方針・計画）の成文化と全社的実践に取り組む
３．社員を最も信頼できるパートナーと考え、共に育ち合う人間関係をもつ

京都市企業向け人権問題情報誌『BASIC』2009年9月発行号
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京都中小企業家同友会における
NPOとの連携

2002年
京都市で開催された経済産業省による「コミュニティビジネス」を支援する趣旨の施策説明会に
参加し、「中小企業飛ばし」ではないかと疑問をもつ。
地域に根ざし、経済のみならず社会的に様々な分野を担う中小企業（経営者・従業員）が持続可
能な経営環境を整備し、その社会性を発揮するよう方向付けるべきである。

2002年12月
京都中小企業家同友会

『コミュニティ・ビジネス』と企業経営、経営戦略を考える研修・交流会」を開催。
協力：(財)京都市景観・まちづくりセンター、京都市産業観光局、京都高度技術研究所
報告：「地域・コミュニティを活かしたビジネスモデルの事例と今後の課題」

コミュニティビジネス創出・活用調査担当者より
討論：「企業は地域をどうとらえて経営戦略に組み込むか」

中小企業経営者には、コミュニティビジネスという言葉は認知されていない。
「中小企業経営者が地域を様々な角度から見て、自社の市場として認識しなければ、事業展開の
機会をCBに奪われてしまうのではないか」

「京都三条ラジオカフェ」開局（2003年3月31日）を控え京都中小企業家同友会に出資の依頼

問
題
意
識
の
発
現

2009年8月、深尾昌峰氏が京都中小企業家同友会に入会（きょうとNPOセンター）

伏
線
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2012年

きょうとNPOセンター 連続セミナー「企業の変化と市民社会」で報告
【第１回】「京都と伝統と企業」 畑正高さん（株式会社松栄堂 代表取締役）

【第２回】「中小企業が社会を変える」 荻原靖（京都中小企業家同友会 事務局長）

【第３回】「ポストCSR」 大室悦賀さん（京都産業大学経営学部 准教授）
【第４回】「コミュニティバンクの思想と地域社会」 榊田隆之さん（京都信用金庫 専務理事）

出

会

い

《感想》
・ 経営者のあり方はNPOの規模によっては中小企業家同友会に参加している企業と変わらない

と思いました。悩んでいるところ、たとえば労使関係パートナーであるということなど。
・ 「運動」という言葉が広かった。企業、中小企業の視点での社会への働きかけはNPOと同じ

と感じた。また中小企業の運動の歴史を感じた。
・ 理念と運動のあり方が現在の運動とつながっていくことが理解できた。
・ 中小企業の理念とNPOの理念は「地域社会に貢献する」というところでは一致するんだなと

いうのをあらためて感じました。NPOも中小企業も「そこだからこそ」の強みをもっと活か
せる仕組みをつくれたらいいんだろうなと思いました。

《事業のヒント》
・ 被災地の課題を解決するための話し合いの場を行政主導ではない場作りを考えています。流

行りの「円卓会議」という言葉ではありますが、企業目線あるいはNPO目線、地域コミュニ
ティ目線で一緒に考えて、解決をするという動きをつくるのに参考になりました。

・ 「地域づくり」のテーマでテーブルを持ちたい。
《企業との連携の課題》
・ NPOが素性を明らかにする、企業のことをよく知ること、両者が互いを良く分かり合ってい

ないと一緒に課題を解決することは難しいと思います。
・ 企業サイドの考え方として、やはり「メリット」というのを感じられないと、なかなか「連

携」「協働」という動きにならないなかで、どうその「メリット」を生み出せるか、伝えら
れるか。一緒に考えるプロセスを踏むことが大事なのかなと感じました。

京都中小企業家同友会におけるNPOとの連携 ②
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京都中小企業家同友会におけるNPOとの連携 ③

連

携

し

た

活

動

中小企業とNPOによる事業創出型勉強会「未来塾」

2012年9月、きょうとNPOセンターから京都中小企業家同友会に「企業
とＮＰＯのマッチング支援事業」への協力依頼。機関決定を経て、中小企
業９社とNPO等8団体がともに事業案を考える事業創出型勉強会「未来
塾」（全7回）を開催。

あらかじめ設定されたテーマについて企業とNPOが共に考えることで、互
いから学び、相互の理解を深めることを主な目的とした。
検討した事業の一部は、具体化にむけてひきつづき検討されている。

①子育て期の女性の働き方を支える仕組みづくり
人口減少のなか、働き手として特に子育て期の女性を活かすにはどうす

ればいいか。子育て期の女性が、仕事に復帰する前後にどんなサポートの
仕組みがあれば良いかを検討した。

②企業の資源を社会にシェアする
企業が持っている様々な資源のうち、特に人材育成のノウハウを活かし、

京都の中小企業とNPOならではの障害者雇用促進モデルを検討した。また、
「中小企業がその地域に存在していること」自体を資源と考え、NPOと連
携したまちづくり、活性化のプランも検討された。

③余剰農産物の活用で「もったいない」を減らす
一般的に「規格外」とされる農産物や、生産から消費の過程においてや

むなく廃棄されるものがある。それらを上手く活用することで食品のもっ
たいない」を減らす新商品や新サービスの構築を検討した。
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連

携

し

た

活
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京都中小企業家同友会におけるNPOとの連携 ④

● 参加NPOの声
・ NPOも、組織として事業を続けていくことはとても大切。企業との対話で「経営」について

知り、考える機会になった。
・ NPO仲間とだけ話していては分からない視点を得たり、自分の団体がこれまでやってきたこ

とを客観的にみる機会にもなった。
・「企業」「NPO」という「枠」の名前に構えて、距離を感じていた。しかし、一緒に話し考

えることで、社会に対する問題意識など共通する部分もあることがわかった。

● 参加企業の声
・ 企業とNPOの違いは当然あるが、同じ課題について一緒に考えることで、かけ算のように新

しいことが生まれる可能性を感じた。
・ 会社の中だけでは広がりにくい話も、NPOという異分野と話すことで新しい視点や人脈がで

きた。社員にもこういう場への参加の機会をつくりたいと思った。
・ 企業は自社の利益だけを考えるのではなく、地域に対する仕事もしていかなければ存在を認

めてもらえない。生活者としての視線をもっているNPOとの出会いは刺激にもなり、中小企
業にも必要なものだと感じた。

●「未来塾」参加企業・NPO
【企業】 株式会社アグティ / 株式会社大槻シール印刷 / こと京都株式会社 / 有限会社思風都 / 

大成印刷紙業株式会社 /有限会社ノトス / 有限会社ノビッタ / 株式会社ヒューマンサポート
サービス / 京都中小企業家同友会

【NPO／団体】NPO法人アクセス-共生社会をめざす地球市民の会 / NPO法人 ! - style /NPO
法人亀岡子育てネットワーク / NPO法人地域環境デザイン研究所ecotone / 一般財団法人
ダイバーシティ研究所 / みずのき美術館（社会福祉法人松花苑）/ 龍谷大学地域公共人材・
政策開発リサーチセンター / NPO法人きょうとNPOセンター

中小企業とNPOによる事業創出型勉強会「未来塾」（続き）
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連
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京都中小企業家同友会におけるNPOとの連携 ⑤

シンポジウム「中小企業×NPO＝地域と社会に役立つ新しいビジネス」

【開催日時】2013年3月15日（金）13：00～16：30
【場 所】コープイン京都（京都市中京区）
【参加人数】40人（企業：14、NPO：23、その他：３）

①対 談
「中小企業×NPOで何が変わるのか／パートナーとしての期待と課題」

（語り手）荻原 靖 （京都中小企業家同友会 事務局長）
（聞き手）深尾昌峰さん（公益財団法人京都地域創造基金理事長／

きょうとNPOセンター常務理事）

②パネルディスカッション
「社会課題に取り組むってこういうことだったんだ！」

地域や社会の課題解決の事業を考える「未来塾」の取り組みを経て、中小企業とNPOが
一緒にできることの可能性や面白さを「未来塾」メンバーが伝えました。

（パネリスト）
大坂 歩さん（大成紙業印刷株式会社 代表取締役）
太田 航平さん（NPO法人地域環境デザイン研究所ecotone代表理事）
齊藤 徹さん（株式会社アグティ 取締役）

（コーディネーター）
櫻井 あかねさん
（龍谷大学 地域公共人材・政策開発リサーチセンター リサーチアシスタント）

③事業づくり体験
参加者が企業とNPO混合のグループに分かれ、「このグループのメンバーで、連続する
ラジオ番組をつくるとしたら、どんな内容にするか」というテーマで、グループワークを
行いました。実は「番組＝事業」で、メンバーの持っている資源や特性を活かしながら、
継続する事業をどのようにつくるか、という事業作りの体験ワークでした。立場が違って
も同じ目的に向かって話し合い成果の共有が可能であることを体験しました。
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「国民や地域と歩む中小企業」を目指して
支部が対応する自治体・地域の行政や諸団体との交流・連携促進に取り組む

京都市域では、１１区
に対応する11支部が、
区役所と窓口を開くこ
とを方針としている。

区の「基本計画」や施
策を学び、地域での中
小企業の役割を考え、
ともに取り組みをすす
つつある。

府北部地域・南丹地
域・南山城地域の各支
部では、対応する自治
体や府広域振興局との
窓口が開かれている。

産業振興策や地域課題
を共通認識にして、解
決策などをともに考え、
具体的な取り組みをす
すめつつある。
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「国民や地域と歩む中小企業」を目指して ②
支部が対応する自治体・地域の行政や諸団体との交流・連携促進に取り組む

伏見支部例会 区長・区社会福祉協議会のパネルディスカッション
2013年12月

伏見区防災訓練に参加 2013年12月

防
災
と
中
小
企
業

地
域
を
考
え
る

中京支部例会 総務･防災担当課長を講師に招き
まちづくりを共に考える 2013年11月

区ごとに開催される地域を考える集いにも参加
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「国民や地域と歩む中小企業」を目指して ③
支部が対応する自治体・地域の行政や諸団体との交流・連携促進に取り組む

人
材
育
成

左京支部 左京区の人づくり21世
紀委員会に継続的に参加し小中学
校で「仕事」などについて語り合う

大学教員との連携 学生が企業を
取材し映像を交えて報告。経営者と
働くことと生き方をグループディスカッ
ションする

地
域
活
性
化右京支部 右京区まちづくり支援

事業で「高尾マウンテンマラソン大
会」企画運営に携わる 2014年

右京区では，「ものづくりのまち・右京」の次世
代の担い手を育成することを目的に，京都中
小企業家同友会右京支部の協力により，現
場で学ぶ！「右京ものづくり塾」を平成26年度
から開始しました。（写真は右京区のHPより）
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「国民や地域と歩む中小企業」を目指して ④
支部が対応する自治体・地域の行政や諸団体との交流・連携促進に取り組む
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社会問題研究会 NHK京都ニュース 2014年10月21日
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「国民や地域と歩む中小企業」を目指して ⑤

理念を明確にした自助努力での連携を
「中小企業･地域振興基本条例」の制定を目指して

◇地方自治体が地域の中小企業を重視し、その振興を自治体行政の柱とすることを明確にする。
行政が本来担うべき社会的環境と制度の維持･改善は投げ出さずに、その役割を発揮すること

人が人として生きることができる社会づくりを共通の目的として

◇この条例制定の目的は、地域の行政や中小企業関係者、住民などが中小企業振興と地域振興
の共通認識を持ち、為政者や行政職員が変わっても振興策が継続的に実施されることにある

◇京都府内の基礎自治体では、2012年「与謝野町中小企業振興基本条例」、2013年「京丹後
市商工業総合振興条例」が制定された。とくに、与謝野町の条例は「自助」「共助」「公助」
「商助」の観点が取り入れられ、あらゆる分野の関係者が地域振興を促進するとしている

◇2014年10月3日現在、31道府県、123市区町（95市17区11町）で制定されている
（中小企業家同友会全国協議会調べ）

「中小企業憲章」の精神で、各分野･各層の皆さんとの連携を

◇基本理念を一致させ、同じ課題に取り組む意思をもつことで、新しい展開の可能性が見える

◇上記を前提とすることで、社会の土台を支える生活者として、「企業市民」として、主体者で
ある中小企業家は連携先を選ばない

◇社会を変えるのは、「気づいた」「一市民」である。「気づいた」者は、そのことを広める
（運動として取り組む）ことによって、その使命を全うすることができる


